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企業の社会的責任論におけるコレクティブインパクトの把握
―役割責任の意味―

津久井 稲 緒

１．はじめに

企業の社会的責任論（Corporate Social Responsibility）は、１９世紀終盤から２０
世紀初頭に企業の大規模化と共に発現してきた議論で、企業活動に伴う事故や不祥

事への批判（結果責任）、経営の在り方への問い直しや広範な社会的課題への対応

（役割責任）が議論されてきた。後者の役割責任における社会的課題は、SDGs（Sus-
tainable Development Goals：持続可能な開発目標）のように全世界で合意する
課題から各国・地域特有の課題まで広範にわたる。近年、社会的課題の解決を目指

す一つのアプローチとして、企業、政府、NPO、財団、市民等、立場の異なる組
織が協働し社会的課題の解決を目指す「コレクティブインパクト」という考え方が

ある。提唱者のカニア＆クラマーによれば、「複雑な社会的課題は、セクター横断

的な連合によってのみ解決することができる（Kania & Kramer ２０１１, Kania &
Pfitzer２０１６）」とされる。
本論は、企業の社会的責任論の展開において「役割責任の意味」がどのように変

化したかを説明し、その上で、社会的課題の解決を目指す「コレクティブインパク

ト」をこの中に位置づけ、役割責任の意味を改めて検討する。
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２．企業の社会的責任論の展開

２－１ CSRの定義

企業の社会的責任論（Corporate Social Responsibility、以下「CSR」と略称）
は、１９世紀終盤から２０世紀初頭に企業の大規模化と共に発現してきた議論で、経営

学において１世紀にわたり議論が積み重ねられてきた１。

堀越によれば、１９４８～２００４年の日本におけるCSRの論点は、以下の４点とされ
る（堀越 ２００６）。第１は「権力―責任均衡の法則」の有効性と限界である。CSR
論は「権力―責任均衡の法則」を肯定論拠としてきたが、その法則には「権力」そ

のものを不問に付し「権力」を助長するという問題性を内在している。「権力」の

強化と集中を容認・促進するのではなく、「権力」そのものを問うことが必要と指

摘している２。第２に「社会的責任と企業利潤」の関係について、十分な議論がな

されていないと指摘する。CSRは利潤の手段なのか、利潤と同格なのか、利潤を
手段としているのか、企業目的が企業利潤でなく社会目標だというのであれば、

NPO・公益組織・公企業等と私企業との領域という、企業の根幹にかかわる問題
である。第３に、「企業と社会」から「経済と社会」関係論へと、より根源的な関

係論に遡っているという指摘である。「企業の社会的責任」、「企業と社会」の根底

に、「経済と社会」の問題があるから、わが国の先人の諸思想（石田梅岩の心学や

二宮尊徳の報徳思想、福沢諭吉や渋沢栄一など）やアダム・スミスに立ち返る見解

が出ているのではないか、「企業」の問題を超えて「経済」の在り方が問題とされ

ているのではないかという指摘である。第４に、国際標準化の動向であり、CSR
がこれまでの様相とは異なる新たな段階に入っているという指摘である。

上述のようにCSRは多様な観点から議論されるものの、そこで扱われるテーマ
が時代ごとに常に変動していることから、一貫した定義はなされていない。

CSRの定義として代表的なものに、Carrollの「CSRピラミッド」が挙げられる。
Carrollによれば、CSRの議論は「経済的、法的、倫理的、裁量的責任 」の４つ

のカテゴリーに分類される（Carroll １９７９,１９９１）。ピラミッドは下から順に、「経
済的責任」、「法的責任」、「倫理的責任」、「裁量的責任」と積み上げたものが知られ

ており、これら４つのカテゴリーは、企業の社会的責任の議論が、歴史的に下から

１ 経営学領域の初出はシェルドン（１９２４）で、“企業”ではなく“経営者”の社会的責任を論じた。

２ CSRで問題とされる「権力」とは、“Corporate Power”の意を指す。
３ 「慈善的責任」について、Carrollは１９７９年には“Discretionary responsibilities（裁量的責任）”とし
ていたが、１９９１年に“Philanthropic Responsibilities（慈善的責任）”に修正している。
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順に求められてきたことを表している。CarrollはこのCSRピラミッドをY軸に置
き、３次元からなるモデル、「企業の社会業績モデル（The Corporate Social Per-
formance Model）」を示した（Carroll１９７９,２０１６）。

このモデルは企業評価の観点から表されており、Y軸に社会的責任のカテゴリー
としてCSRピラミッド（経済的、法的、倫理的、裁量的責任）を配置し、X軸に
企業に関係する社会問題（social issues involved）として、消費者問題、環境、
差別、製品の安全、職業上の安全、株主、を示し、Z軸に対応の哲学（philosophy
of social responsiveness）として、４つの企業の対応姿勢、「反応するreaction」、
「防衛的defense」、「便宜的accommodation」、「積極的proaction」、を置いている。
企業に関係する具体的な社会問題（環境や差別、製品の安全など）や利害関係者（消

費者や株主など）に対して、企業がどのような態度で臨んでいるのか（保守的、防

衛的など）を、評価しようとするものである（図１）。

森本は、Carrollの「企業社会業績モデル」について、「統合的実践性」という点
で高く評価しており、これを修正した「CSR修正３次元モデル４」を提示した（森
本 １９９４）。しかし同時に、CSRを定義すること、すなわち責任の特定化は「実情
を知るうえで便利だが、特殊・羅列的で時代変化に弱い」ことも指摘している。特

図１ 企業の社会業績モデル（Corporate Social Performance Model）

（出所）Carroll（１９７９）, p.５０３

４ 森本の「CSR修正３次元モデル」は、Y軸を狭義CSR（法的・政治的・制度的責任）と社会貢献に分け
て４段階で示し、X軸は期待の源泉とし「内部・外部×経済的・社会的・物的環境」の６項目に分類し、Z
軸は実践の姿勢とし「反発・防御・調和・賛同」の４段階で示した（森本１９９４）。
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にX軸の「企業に関係する社会問題」は、時代変化により次々と問題が入れ替わっ
ている。

Dahlsrudは代表的な３７のCSR定義について分析を行い、「CSRの定義は現象の
説明であり、特定の状況で社会的にどのように構築されているかを理解するための

もの」と指摘し、現在（２０００年代初頭）のCSR定義には、「環境、社会、経済、利
害関係者、自発性」の５側面があるとした（Dahlsrud ２００８）。Dahlsrud の５側
面のうち、「環境、社会、利害関係者」の３つは、Carrollの「企業の社会業績モデ
ル」のX軸「企業に関係する社会問題」に位置づけられ、「経済」はY軸「社会的
責任のカテゴリー」、「自発性」はZ軸「社会対応の哲学」に位置づけられる。様々
な論者がその時代を超越する定義を求めようとしてきたが、Dahlsrudの５側面も
その一つとみなされる。

以上のように、CSR研究では、時代ごとに常に変動する多様なテーマを整理し
説明できる定義を求めてきたが、収斂には至らなかった。このことは、「企業の社

会的責任の具体的内容の特定化がなされていない中で、企業にはその実践が求めら

れてきた」、ということである。

高田は、社会的責任論を経営組織論と比較し、「経営組織論にいうように＜果た

さねばならないこと＞の前提となる職務が既に与えられているとはいえず、＜なす

べきことを決めなければならないということ＞と＜なすべきことをしなければなら

ないということ＞が含まれている」ことを指摘している（高田１９７４, pp.１２-１３）。

表１ CSRの責任概念・源泉・実践

（出所）津久井稲緒（２０１６）「CSR実践の整理」『経営学論集』第８６巻、p.（０４）-２。

責任概念 CSRの源泉 CSR実践

役割責任

社会的課題
（social problems）

社会貢献

社会的事業

社会的衝撃
（social impacts）

再発防止措置
倫理・コンプライアンス

結果責任

不祥事・事故対応
お詫び・リコール

負の随伴的結果の把握
過去の不祥事への継続的対応
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ではCSRの実践には、どのような特徴が見られるだろうか。
津久井は、結果責任と役割責任からなる二つの「責任概念」と、企業に社会的責

任が求められる「CSRの源泉」から「CSR実践」を整理し、「現代のCSRには“役
割責任概念の偏重”が見られる」ことを指摘した（表１）（津久井２００７,２０１６）。
「CSR実践」とは、「実際に企業が行っている「CSR活動」、「取り組み」、「広報
活動」や、新聞等で報道されている「CSR特集記事」等、現実に営まれているCSR
活動全般を指す（津久井 ２０１６）」。また「CSRの源泉」とは、「社会的衝撃（Social
Impact）５」と「社会的課題（social problems）」からなる。Drucker（１９７４）の、
「社会的責任には、その組織体が社会へ与えた衝撃（social impacts）から起こる
ものと、社会自体の問題（social problems）から起こるものとがある」という指
摘から、このように整理した。

「責任概念」については、黎明期の肯定・否定論争では、雇用問題や公害問題な

どの「社会的衝撃」について、その原因が企業だけに起因するのではなく、企業の

経済活動と社会との相互関係性において生じた「負の随伴的結果（三戸１９９４）」に

対して、企業が責任を負うべきなのか（肯定論）、または経済発展を共に享受して

いる国や社会が負うべきなのか（否定論）、「結果責任」をめぐる議論が展開された６。

一方の「役割責任」をめぐっては、企業は経済活動以外に「社会的課題」にも積極

的に関与すべきか（肯定論）、企業は利潤目標の達成にのみ注力すべきか（否定論）

が議論された（津久井 ２００７,２０１０）。現代は企業の社会的責任を肯定した上で７、役
割責任としてのCSR実践（具体的に企業は何に、どのように取り組むのか）へと、
実践と研究の焦点が移っている。

２－２ CSRの現在の位相

役割責任としてのCSR実践という特徴を確認するため、１９５０年代から２０２０年迄
の我が国におけるCSR論に関係する単行書を検討する。CSR関連の単行書の出版
数が大きく伸びるのは、２００３年以降であることが分かる。この時期にどのようなこ

とが問われていたのか、単行書の題名と副題、また検索作業から見えてきたことを

以下に示す（図２）。

６ 「social impact」の意訳について、社会に与える負の衝撃（shock）と正の影響（effect）のどちらにも
解せるが、ここではDruckerに依拠し前者の「社会的衝撃」という意訳をとった。
７ 結果責任におけるCSRの肯定とは、目的的結果の達成・未達成にかかわらず、負の随伴的結果に対して
も責めを負うことを企業に求める「結果責任概念の拡張」を意味する（津久井２００７,２０１０）。
８ CSR否定論は、「一部の再主張を除き、１９６０年代までの所産であり、１９７０年代以降、新しい論拠に立っ
た有力な展開は現れていない（森本１９９４）」。
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第１に、２０００年迄の書籍は理論書が中心であったのに対し、２０００年以降は「入門、

実践、事例、図解」など、役割責任としてのCSR実践に向けた書籍数が多くなっ
ている。２０００年前後に、急速に社会からの要請が高まったことが推察される。

第２に、「企業と社会」や「企業の社会的責任」に代わって、２００４年から「CSR」
という言葉が単行書の題名や副題に使われ始め、２０２０年迄の全３４８本中２０９本の書籍

が「CSR」という題名（あるいは副題）で刊行されている。そして単行書の出版
数が大きく伸びる２０００年代以降のCSRは、次のキーワードと共に展開されてきた。
「グローバル８」が２００２年から１２本、「SRI」が２００２年から５本、「ISO」が２００３年か
ら１３本、「戦略」が２００４年から２７本、「コンプライアンス」が２００５年から１２本、「ガ

バナンス」が２００６年から８本、「CSV」が２０１３年から１２本、「SDGs」は２０１８年に登
場する。

第３に、この調査を行う中で、企業の発行する『CSRレポート（サスティナビ

図２ CSR論単行書発行数の推移

（出所）国会図書館書蔵書検索により筆者作成。「社会的責任」「CSR」「企業と社会」
のキーワードで図書（和書）を検索。企業等が刊行するCSR 報告書・学会論集
は除外。最終作業日は２０２１年３月２８日で、その後遡って登録された図書につい
ては、カウントされていない。

８ 企業の国際化という観点では、１９８８年に日立総合計画研究所『海外現地生産時代における企業の社会的

責任』、１９９２年に機械振興協会・経済研究所『企業の国際化と社会的責任：海外進出と労使関係』という出

版があるが、書籍出版数が大きく伸びる２０００年代前半は、「グローバル化」と言う新たな文脈でCSRが求
められていることが分かる。
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リティレポート、社会環境報告書など）』が図書検索結果に数千件も抽出された９。

また、東洋経済社が実施するCSR調査（これを基に『CSR総覧』の刊行やCSRラ
ンキングが発表される）は２００３年に試行版の特別調査が行われ、２００５年から本格実

施となり、２００６年に『CSR企業総覧』が創刊されている。これらのことからも、
役割責任としてのCSR実践が活発化していることが分かる。
いま、日本企業が対応を迫られているCSR経営の課題とは具体的にどのような
ことか、谷本は「グローバル課題への取り組み」、「ステークホルダーエンゲージメ

ントへの取り組み」、「サスティナビリティリーダーの育成」の３点を挙げている（谷

本２０２０）。第１の「グローバル課題への取り組み」とは、国際的な基準や業界ごと

の基準への対応のことで、特に、本社と海外子会社とのコミュニケーション・調整、

サプライチェーンマネジメントの問題について対応が遅れていることを指摘してい

る。またSDGsなどグローバル課題への取り組みでは、企業間に差が見られると指
摘している１０。第２に「ステークホルダーエンゲージメントへの取り組み」とは、

リスク管理という意味合いのステークホルダーマネジメントから一歩進んだもの

で、ステークホルダーとの対話を通して企業経営に重要な変化を与える学習の機会

であり、NPO/NGOとの積極的な関係づくりや協働的な事業活動の構築を模索す
るものとされる。第３の「サスティナビリティリーダーの育成」は、既存のセクター

や制度的枠組みを超えて広がる社会的課題に対し、異なるセクターと協力しながら

取り組むリーダーの育成が求められていることを指摘している。

２－３ 役割責任の意味の変化

企業には、社会的責任の具体的内容の特定化がなされていない中で、その実践が

求められてきた。そして現代は、「役割責任としてのCSR実践」に関心が集まって
いる。ここでは、「役割責任を果たす」という意味が変化したことを説明する。

２０世紀終盤は、Carrollの「企業社会業績モデル」や森本の「CSR修正３次元モ
デル」に見られるように、具体的なCSRのテーマと、企業の対応哲学が問われて
きた。具体的なCSRのテーマについては、時代変化により特定化は出来ない。一
方の対応哲学は、積極的であるか（防衛的などでないか）が評価されてきた。２０００

年代以降は、特定化が出来ないCSRのテーマについて、CSRレポートの発行やス

９ 本調査は一般的な単行書について行ったもので、企業の発行するCSRレポート等は除いて集計してい
る。

１０ 現在のCSR実践に対する改善点として、以下の指摘がある。「ビジネスとSDGsテーマとの繋がりへの
理解を示す企業は増加したものの、社会的価値と経済的価値の両立（CSV）を支える“ステークホルダー
の相互補強の活動”部分で、改善の余地がある（近藤２０２０）」。
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テークホルダーエンゲージメントなどにより、なぜ数あるテーマからそれを選び実

践しているのか（マテリアリティの特定）、ステークホルダーに説明し、ステーク

ホルダーとの対話が求められている。

すなわち、「役割責任を果たす」という意味は、２０世紀終盤は、社会に対する「関

心」を示し「積極的」に取り組むことであったのに対し、２０００年代以降は、選択し

たテーマの妥当性等について社会に「説明」し「対話」することへと変化したとい

える１１。

３．コレクティブインパクトとCSR

３－１ コレクティブインパクトという考え方

様々な社会的課題の解決を目指す一つのアプローチとして、企業、政府、NPO、
財団、市民等、立場の異なる組織が協働し、社会的課題の解決を目指す「コレクティ

ブインパクト」という考え方が注目されている。コレクティブインパクトは、ジョ

ン・カニアとマーク・クラマーが２０１１年の論文で発表した考え方で、「単一の組織

が大きな社会問題に責任を負うことはできず解決することもできない」との考えか

ら、「複雑な社会的課題はセクター横断的な連合によってのみ解決することができ

る（Kania & Kramer ２０１１, Kania & Pfitzer ２０１６）」とする。多様な主体の協
働には、パートナーシップ、ネットワーク等、様々な例があるが、コレクティブイ

ンパクトは５つの条件が揃うことで、他のコラボレーションとは異なるとされる（表

２）。

コレクティブインパクトは社会的課題解決のための協働であること、そしてその

協働は個々の組織が緩やかに連携するのではなく、共通の課題を徹底して話し合

い、共通の評価手法を持ち、継続的に相互に連携を図りながら結果を導き出してい

くものとされる。

社会的課題は、SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）
のように全世界で合意する課題もあれば、各国・地域特有の課題もある。この中で

コレクティブインパクトは、SDGs等のグローバルレベルの大きく複雑な社会的課
題を解決するために求められてきた考え方である。

１１ 瀧川の「責任の解釈」によれば、応答には「配慮応答責任論（配慮責任論）」と「理由応答責任論（狭義

の応答責任論）」があり、前者は「（問責）他者に対する配慮」や「共感」で、後者は「問責に対して理由

による応答が行われていること」が重要であり、このやりとりを一連のコミュニケーション、一連の過程・

プロセスとして捉える。またこの過程は当事者に閉じられているのではなく、第三者に対して公開される

ことで、規範形成を促進する（瀧川２００３）。
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企業は、CSR実践における「社会貢献」や「社会的事業」において、政府やNGO
/NPO等の異なるセクターとの協力関係を築いてきた。コレクティブインパクトで
は、この協力関係で企業にも具体的な分担が課せられる。それは社会的課題への関

与ではなく、解決のために強いコミットメントを求めるものである。

３－２ 役割責任としてのCSR実践とコレクティブインパクト

２０００年代以降の役割責任としてのCSR実践は、選択した社会的課題の妥当性等
について、説明し対話することで社会から正当性を得ようとしてきた。これに対し

てコレクティブインパクトは、社会的課題選択の正当性ではなく、社会的課題解決

のための強いコミットメントを求めるものである。すなわち、コレクティブインパ

クトにおける「役割責任を果たす」という意味は、「説明」や「対話」ではなく、「実

効性」にあると考えられる。

ここで、先に取りあげた堀越（２００６）のCSRの論点に照らしてみる。第１に、
コレクティブインパクトやSDGsは、企業「権力」を問うていない。社会的課題解
決のためには、参加組織の一つとして、企業の強大なビジネスの力も利用する必要

があるとしている。第２に、コレクティブインパクトやCSVは、「社会的責任と企
業利潤」の関係、公企業等と私企業との領域も問わない。社会的課題解決のために

表２ コレクティブインパクトの５条件

（出所）Kania, John V. and M. R. Kramer（２０１１）“Collective Impact”Stanford
Social Innovation Review, Winter２０１１, pp.３６-４１.を元に、筆者作成。

要 素 概 要

１．Common Agenda（共通の課題） すべての参加組織が、主要な課題につい
て共通の認識をもつこと。

２．Shared Measurement Systems
（評価方法の共有）

すべての参加組織の指標とデータを収集
し、結果を測定すること。参加者は相互
に説明責任を負い、お互いの成功と失敗
から学ぶことができる。

３．Mutually Reinforcing Activities
（活動の相互強化）

参加組織間で、相互に活動をサポートし
強化する。

４．Continuous Communication
（継続的コミュニケーション）

参加組織間の信頼向上、各参加組織の動
機の理解、経験の共有等のため、数年間
の定期的な会議が必要。

５．Backbone Support Organizations
（独立組織による活動支援）

全体のバックボーンとして機能する、独
立した組織とスタッフが必要。
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強いコミットメントを求めるコレクティブインパクトは、企業目的を社会的課題の

解決に求めている。第３に、コレクティブインパクトやSDGsは、堀越の指摘どお
り「企業と社会」から「経済と社会」関係論へと、より根源的な関係論に遡ってい

るように思われる。堀越の指摘した時代よりもさらにその遡及が強まったともいえ

る。第４に、「役割責任を果たす」という意味が、社会的課題の解決という「実効

性」へと変化していることから、CSRはさらに新たな段階に入ったのではないか
と考えられる。

なぜ、いま企業権力が問われていないのだろうか。本論は、「社会的課題把握の

転換」を指摘する。社会的課題把握の転換とは、社会的課題を生じさせる大きな要

因が「現代企業の活動から生じる社会的衝撃にある」という見方から、「我々の経

済社会そのものから生じている」という見方に転換したことである。SDGsという
社会的課題の把握は、「企業と社会」ではなく「経済と社会」や「グローバル」社

会への対応に象徴されるように、より根本的な経済の問題から生じているものとさ

れる。企業は社会的衝撃の当事者ではなく、企業は社会的課題解決の担い手であり

イノベーターであるとみなしているのである１２。

こうした社会的課題把握の転換に伴って提唱されているコレクティブインパクト

は、企業に社会的課題解決の担い手・イノベーターとしての協働を求めている。し

かし、現代企業は社会的課題解決の担い手・イノベーターであるとともに、企業活

動に伴う負の随伴的結果を惹起する当事者であるという事実も忘れてはならない。

４．おわりに

本論では、企業の社会的責任論の展開をふまえて役割責任の意味がどのように変

化したかを説明し、その上で、社会的課題の解決を目指す「コレクティブインパク

ト」をこの中に位置づけ役割責任の意味を改めて検討した。

CSR実践では、役割責任を果たすという意味が、「関心」や「積極的」から、「説

１２ 役割責任としてのCSR実践が益々求められる時代に、この領域において、企業権力や企業目的をあらた
めて問う学問的探究が重要であると考える。現代の巨大な企業権力とは、例えば２０２１年１月、米トランプ

大統領（２０１７年１月～２０２１年１月在任）の発信で米連邦議会議事堂に支持者が乱入した事件を受けて、ツ

イッター社やフェイスブック社など米SNS大手企業がトランプ米大統領のアカウント停止をしたことにつ
いて、メルケル独首相や欧州連合（EU）から「表現の自由を制限する行為を大手企業の独断に任せている」
という批判の声が上がった。企業は社会的衝撃の当事者であり、且つ個人や組織をSNSから排除すること
もできる、企業権力が明白になった一件である。我が国では２０１１年の東京電力原子力事故の終息は依然と

して見通しがつかず、長期にわたる結果責任には、その当時の当事者ではない経営者や社員が引き続き対

応している。

長崎県立大学論集（経営学部・地域創造学部） 第５６巻第４号

34



明」や「対話」へと変化したことを指摘した。そしてコレクティブインパクトとい

う考え方は、さらにその意味が「実効性」へと変化していることを述べた。

その上で、現代企業は社会的課題解決の担い手・イノベーターであるとともに、

企業活動に伴う負の随伴的結果を惹起する当事者であることを、改めて指摘した。

このことは、CSR領域において、社会的課題解決のイノベーターとしてCSR実践
の正の効用をサポートする研究だけでなく、結果責任や企業権力を問う研究の深化

が求められているということでもある。

本論では、２０００年代以降のCSR実践で重点的に議論されてきた、社会的課題を
扱う役割責任の意味について論考したもので、結果責任の意味変化については言及

していない。結果責任の意味についても変化があったのか、今後の研究で明らかに

していきたい。
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